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（１）政治・行政分野
○各府省所管の独立行政法人等における女性の登用促進
・各機関における役員や管理職に占める女性割合等について

毎年度調査を実施し「見える化」を行う

（２）経済分野：企業、商工会、商工会議所、公共調達

○企業における女性の登用・採用拡大
・令和４年度から改正女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策

定義務対象企業が常用労働者101人以上に拡大されることを踏まえ、
中小企業への相談対応や計画策定へのアドバイス、支援を行う
専門家の養成等を実施

・女性等の管理職への登用等における多様性の確保についての
考え方・目標設定・情報開示等を盛り込んだ
コーポレートガバナンス・コードの再改訂を公表するとともに、
令和３年度以降フォローアップを実施

○全国の商工会、商工会議所における取組
・役員の種別ごとに女性割合の「見える化」

○公共調達の活用による女性の活躍促進
・独立行政法人等における標準的な加点割合を含む加点評価に

関する方針の策定状況について、新たに調査を行い、
その結果も踏まえ、国の機関及び独法等の加点割合の引上げを要請

・女性活躍を推進する企業の受注機会の増大に向けて「女性の活躍
推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する実施要領」を改正

（３）地域における女性の参画拡大：農業委員、農協役員等

○農業委員や農業協同組合役員等への女性登用の推進
・女性役員がゼロである101の農業協同組合に対する働きかけ
・各農協の目標・具体的取組の策定状況、役員登用実績の調査、公表

○農林水産業における女性の活躍の推進
・農村における固定的な性別役割分担意識の解消

○自治会長に占める女性の割合向上への取組の加速

項目 現状 成果目標

民間企業の雇用者の各役職
段階に占める女性の割合

係長相当職 21.3%
課長相当職 11.5%
部長相当職 8.5%
（いずれも2020年）

係長相当職 30%
課長相当職 18%
部長相当職 12%
（いずれも2025年）

東証一部上場企業役員に占
める女性の割合 ー 12%

（2022年）

起業家に占める女性の割合 27.7%
（2017年）

30%以上
（2025年）

※表は「第５次男女共同参画基本計画」における成果目標

項目 現状 成果目標

農業委員のうち女性委員が登
用されていない組織

254/1,702
（2020年度）

0
（2025年度）

農業委員に占める女性の割合 12.3%
（2020年度）

20%（早期）、更に
30%を目指す
（2025年度）

自治会長に占める女性の割合 6.1%
（2020年度）

10%
（2025年度）


